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株式交換法制等の創設に伴う本所制度の対応について

平成11年９月22日

名古屋証券取引所

項　　　目 内　　　　　容 備　　　考

Ⅰ  株式交換法制等の

概要

Ⅱ  本所制度の対応

１．完全親会社新株

式の売買・決済

２．吸収合併等の場

合の売買・決済

①　株式交換

二社の株式を相互に交換することにより、一方の会社（Ａ社）

が他方の会社（Ｂ社）の完全親会社（100％親会社）となり、Ｂ社

がＡ社の完全子会社（100％子会社）となる行為

②　株式移転

既存の会社（Ｂ社）が、その株式を移転することにより、完全

親会社となるＡ社を設立する行為

株式交換又は株式移転により発行される新株式について、株式交

換等の実施後、新株券が交付されるまでの間、(財)証券保管振替機

構（以下「保振機構」という。）にみなし預託される新株券の残高

をもって売買・決済を行うことにより、当該新株式の流通を確保す

る。

現在、吸収合併の場合等において、合併期日等から新株券発行ま

での間の決済物件として利用している提出株券預り証については、

その法的性格が明瞭ではないことからこれを廃し、株式交換等と同

様に保振機構の残高をもって売買・決済を行う方法に変更する。

・合併等における株式発行実務を勘案すると、新株券

発行まで40～50日程度要することが想定される。

・保振法（19条）により株式の効力発生時に保振機構

に株券が預託されたものとみなされる。

・保振機構に預託せずに株券を提出した場合には、新

株券交付まで売却できないこととなるため、当制度

の周知徹底を図る。
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３．完全子会社とな

る上場会社株券の

上場廃止

４．上場会社の親会

社の簡易な基準に

よる上場に関する

規定の整備

５．その他

Ⅲ　施行日

①　株式交換又は株式移転により完全子会社となる上場会社の株券

は上場廃止とする。

②　上場廃止の時期

ａ　上場会社の完全子会社となる場合、又は、非上場会社若しく

は新設会社の完全子会社となる場合で当該非上場会社等が速や

かに上場する見込みのあるとき

「株券提出期間満了の日の３営業日前の日」に上場廃止する。

併せて、合併等、株券提出を行う場合の上場廃止日（又は売

買停止開始日）も同様に見直しを行う。

ｂ　非上場会社若しくは新設会社の完全子会社となる場合で当該

非上場会社等が速やかに上場する見込みのないとき

株式交換又は株式移転に係る株主総会決議が行われたときに

上場廃止を決定し、翌日から整理ポストに割り当てる。

整理ポストにおいて原則として３か月間整理売買を実施した

後、上場廃止する。

上場会社が親会社として設立した持株会社の簡易な基準による上

場に関する規定について、上場会社の親会社となる会社が持株会社

であることを要しないこととする。

適時開示事実及び提出書類等に関し、所要の規定整備を行う。

本年10月定例理事会において規則改正案を決議し、速やかに施行

する。

・上場廃止項目を新設

・現行の合併等においては、「株券提出期間満了の日

の１週間前の日」に上場廃止することとしている。

・現行の合併の場合と同様

・株式交換等に関する取締役会決議が行われた場合に

監理ポストに割り当てる。

・企業組織の再編の方法の多様化に対応する。

以　　上 
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株式交換等の場合における上場、売買及び決済日程案

［株式交換］（案）

交換期日（Ｘ）に、Ｂ社株式の株式交換に係るＡ社新株券を追加上場し、Ａ社
株券に併合して売買を行う。売買の決済はＡ社株券の口座振替により行う。

［株式移転］（案）

移転期日（Ｘ）に、Ｂ社株式の株式移転に係るＡ社株券を上場し、Ａ社株券として
売買を行う。売買の決済はＡ社新株券の口座振替により行う。
なお、Ａ社新株券の口座残高は、株式移転の効力発生（設立登記）により発生する
ことから、設立登記が移転期日から起算して４営業日目以後に行われる場合には、登記
の２営業日前の日に上場する。
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(決済物件：提出株券

   預り証)

［吸収合併］（現行）

合併期日（Ｘ）に、Ａ社合併新株式として上場し、売買の決済は提出株券預り
証により行う。
新株券発送日の翌日に銘柄併合する。

［吸収合併］（改正案）

合併期日（Ｘ）に、Ｂ社株式の合併に係るＡ社新株券を追加上場し、Ａ社株券に併
合して売買を行う。売買の決済はＡ社株券の口座振替により行う。
なお、Ａ社新株券の口座残高は、合併効力発生（合併登記）により発生することか
ら、合併登記が合併期日から起算して４営業日目以後に行われる場合には、合併登記の
２営業日前の日に追加上場する。

・権利関係が異なる場合には

新株式として上場

・合併登記が合併期日から４

営業日目以後に行われる場

合は、登記の２営業日前に

上場
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新
規
上
場

被合併会社Ｂ

（
株
券
提
出
期
日
）

取
引
最
終
日

上
場
廃
止
日

受
渡
最
終
日

合
併
期
日

合
併
登
記
日

Ａ社合併新株式

銘
柄
併
合

合併会社Ａ

Ｘ－６Ｘ－５Ｘ－４Ｘ－３Ｘ－２Ｘ－１ Ｘ

追
加
上
場

被合併会社Ｂ
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［株式併合（分割）］（現行） ［株式併合（分割）］（改正案）

併合（分割）効力発生日（Ｘ）からＡ社新株券の口座残高による売買を開始する。
現行制度上は、提出株券預り証の使用・不使用により売買日程が異なっているが、
改正案においては一律に取り扱われる。

（
株
券
提
出
期
日
）

取
引
最
終
日

売
買
停
止
開
始
日

受
渡
最
終
日

(決済物件：

  提出株券

      預り証)

併合実施会社Ａ

Ｘ－６Ｘ－５Ｘ－４Ｘ－３Ｘ－２Ｘ－１ Ｘ

預
り
証
に
よ
る
売
買
開
始
日

新
株
券
発
送
日

効
力
発
生
日

(決済物件：

  Ａ社新株券)

（
株
券
提
出
期
日
）

取
引
最
終
日

売
買
停
止
開
始
日

受
渡
最
終
日

併合実施会社Ａ

Ｘ－６Ｘ－５Ｘ－４Ｘ－３Ｘ－２Ｘ－１ Ｘ

新
株
券
発
送
日

効
力
発
生
日

新
株
券
に
よ
る
売
買
開
始
日

(決済物件：

  Ａ社新株券)

［株式併合（分割）］（現行）　〈預り証不使用〉
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